Ⅲ　裁判所の判断の要旨

　１　被告①近藤和夫・幸子に対する請求について

　　■被告らは，近隣者としての好意から康之を預かることを申し出たのであり，原告らが康之に対する監護一切を委ね，被告らがこれを全て引き受ける趣旨の契約関係を結ぶという意思からではないので，準委任契約は成立していない。

　　⇒　準委任契約の成立を前提とする原告らの債務不履行の主張は的外れ。

　　■被告幸子はそのため池の近くの空き地で康之らが遊んでいるのを目撃していて，その池の危険性や康之の活発さ，当日の気温などを考えると，康之がその池に近づき，水遊びに興じることや水深の深い所まで入り込むといったことを被告は予見できた。

　　⇒　幼い子をもつ親一般の立場からも，事故が起きないように空き地で遊んでいた康之らに対して，その池に近づかないように注意する義務があったが，しなかったので民法709条・719条に基づく責任を負う。

　　□当日，被告らは大掃除をしていて普段よりも忙しく，近隣者の好意から康之を預かることを申し出たということは，原告菊代も認識していて，このとき被告らが康之をみるというのは，仕事の合間に様子をみる程度であることを原告も分かって康之を残して行ったので，有償で子供をみてもらうのと異なることは当たり前で，それと同じ責任を負わせることはできない。

□ため池の近くに住んでいるのなら，事故の起こらないよう，子供に対してその池に近づかないように注意するのは，親として当然のことであるが，していなかった。また，同年代の厚はその池に入らなかったことからも，やはり原告らの康之のしつけが不十分であり，このことも事故が起きた背景にある。

　　⇒　過失相殺の法意を類推し，このことも考慮する。

　　■上の2点から，この事故で生じた損害の負担割合を，原告７：３被告とする。

· 被告①は原告らに計５２６万５９２２円を支払え。
	康之の逸失利益

慰謝料（康　之）　

　　　（原告ら）

弁護士費用

葬儀費用
	〈原告の求め〉
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　２　被告②鈴鹿市に対する請求について

■諸事実などから，そのため池の所有権は鈴鹿市にある。

　　■国家賠償法が適用されるためには，公の営造物が公の目的に事実上使用され，国又は地方公共団体が事実上これを管理していることが必要である。その池を「野村町水利組合」が管理していたのは明らかだが，鈴鹿市もまたこの池を事実上管理していたといえるので，鈴鹿市に国家賠償法を適用できる。

　　■この池は，水泳や魚釣りの場として一般に開放されていたものではない。また，原告らが住む新興住宅地から直接に転落するようなところでもなく，水際は遠浅で５，６メートル以上も池の中心部に入らない限り，事故が起きるような危険性はない。
　　⇒　幼児がその池の中心部まで入り込み，死亡するような事故が起きることを予見し，それを防止するために柵などを設置する義務はない。
　３　被告③国，被告④三重県に対する請求について

　　
　■この池の所有権は鈴鹿市にあり，国・三重県はこの池の所有者ではない。また，管理していた事実もない。

さらに，条理上の義務もない。
　４　被告⑤有限会社南部建設に対する請求について
■この池の掘削工事をする際に，幼児が深みに入り込むことまで予見し，それを防止するために緩やかなス
ロープをつけて掘削すべき義務はない。

５　まとめ
	
	〈原告の主張〉
	〈　判　決　〉

	被告①近藤和夫・幸子
	

	
	1．康之を監護する準委任契約に基づく債務不履行責任がある

2．１が成立しなかった場合でも条理上・信義上の注意義務があり，それを怠ったという不法行為に基づく損害賠償責任がある


	→準委任契約は成立せず，認められなかった
→認められたが，原告らにも過失があるとされた

	被告②鈴鹿市
	

	
	事故の起きたため池の所有者・管理者であることから，国家賠償法2条1項に基づく責任がある


	→所有者ではあるとされたが責任は認められなかった

	被告③国，被告④三重県
	

	
	1． 被告②にその池の所有権がない場合，所有権があり，

国家賠償法2条1項に基づく責任がある

2．その池を管理していた事実がなくても条理上の責任がある


	→被告②にその池の所有権があり，的外れ



	被告⑤㈲南部建設
	

	
	その池の掘削工事を行い，事故が起きる危険な状態を放置した不法行為責任がある
	→認められなかった


債務不履行とは

　　債務者が，正当な理由なく債務の本旨に従った（法律の規定，契約の趣旨，取引慣行などに照らして適切な）履行をしないこと。

例　借金した人が，期日が来ても返済しない場合
家屋の売買契約が成立した後に，売主が不注意で火事を起こして家屋を焼失させてしまった場合
〈債務不履行の効果〉
　債務の履行が可能であるのに債務者がその履行をしない時，債権者は裁判所にその強制履行を請求できる。
債務不履行により債権者に損害が発生した時，債務者にその損害の賠償を請求できる。　　　　　　　など
民法415条　債務者がその債務の本旨に従った履行をしないときは，債権者は，これによって生じた損害の賠償を請求することができる。債務者の責めに帰すべき事由によって履行をすることができなくなったときも，同様とする。
過失相殺とは

　損害賠償の額を決めるときに，被害者あるいは債権者にも損害の発生やそれが拡大したことについて過失があれば，その過失の分を減額すること。
　　債務不履行の場合は，裁判所は必ずその過失を考慮して賠償額を決めなければならず，債務者の責任を免除することもできる。不法行為の場合は，裁判所はその過失を考慮することができるが，加害者の責任を免除することはできない。

　
民法418条　債務の不履行に関して債権者に過失があったときは，裁判所は，これを考慮して，損害賠償の責任及びその額を定める。
民法722条2項　被害者に過失があったときは，裁判所は，これを考慮して，損害賠償の額を定めることができる。 

例　　被害者が横断歩道外のところを自動車に十分注意を払わずに渡り，交通事故に遭った場合

　　　　壊れやすい物であることを言わずに保管を依頼し，保管者がこれを壊してしまった場合
